
原子力規制委員会の組織と仕事 アクセス

―― 人と環境を守る、確かな規制へ
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地方の体制
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事 務 所 名 住　　　所 連　絡　先

泊 〒 048-2202
　北海道岩内郡共和町南幌似 141-1　北海道原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0135-71-2880
ＦＡＸ：0135-73-2711

東 通 〒 039-4222
　青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内 5-35　東通村防災センター２階

ＴＥＬ：0175-28-5031
ＦＡＸ：0175-28-5032

六 ヶ 所 〒 039-3212
　青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附 1-67　原子力防災研究プラザビル 2 階

ＴＥＬ：0175-72-3520
ＦＡＸ：0175-72-3521

女 川 〒 986-0824
　宮城県牡鹿郡女川町浦宿浜字十二神 60-46　宮城県女川オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0225-98-9309
ＦＡＸ：0225-98-9310

福 島 第 一 〒 975-0036
　福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛場 45-178　福島県南相馬原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0244-32-0600
ＦＡＸ：0244-32-0601

福 島 第 二 〒 979-0513
　福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字仲丸 1-77　福島県楢葉原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0240-23-6816
ＦＡＸ：0240-23-6817

東海・大洗 〒 319-1118
　茨城県那珂郡東海村舟石川駅東 1-17-1

ＴＥＬ：029-282-4833
ＦＡＸ：029-283-4718

ひたちなか分室 〒 311-1206
　茨城県ひたちなか市西十三奉行 11601-12　茨城県原子力オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：029-265-5852
ＦＡＸ：029-265-5853

川 崎 〒 210-0824
　神奈川県川崎市川崎区日ノ出 1-1-6　神奈川県川崎オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：044-270-3184
ＦＡＸ：044-270-3185

横 須 賀 〒 238-0006
　神奈川県横須賀市日の出町 1-4-7　神奈川県鎌倉三浦地域児童相談所 3 階

ＴＥＬ：046-828-5822
ＦＡＸ：046-828-5823

柏 崎 刈 羽 〒 945-0034
　新潟県柏崎市三和町 5-48　新潟県柏崎刈羽原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0257-23-9798
ＦＡＸ：0257-23-8632

浜 岡 〒 421-0411
　静岡県牧之原市坂口 3520-17　静岡県原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0548-29-0778
ＦＡＸ：0548-29-0793

志 賀 〒 925-0125
　石川県羽咋郡志賀町西山台 2-7　石川県志賀オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0767-32-2323
ＦＡＸ：0767-32-5193

敦 賀 〒 914-0146
　福井県敦賀市金山 99-11-47　福井県敦賀原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-25-8661
ＦＡＸ：0770-25-8662

美 浜 〒 919-1205
　福井県三方郡美浜町佐田 64 号毛ノ鼻 1-6　福井県美浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-37-2290
ＦＡＸ：0770-37-2291

大 飯 〒 919-2104
　福井県大飯郡おおい町成和 1-1-1　福井県大飯原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-77-1687
ＦＡＸ：0770-77-1688

高 浜 〒 919-2224
　福井県大飯郡高浜町薗部 35-14　福井県高浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-72-8100
ＦＡＸ：0770-72-8101

熊 取 〒 590-0458
　大阪府泉南郡熊取町朝代西 2-1010-1　大阪府熊取オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：072-451-0170
ＦＡＸ：072-451-0171

東大阪分室 〒 577-0813
　大阪府東大阪市新上小阪 1-3　大阪府東大阪オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：06-6736-9112
ＦＡＸ：06-6736-9113

島 根 〒 690-0873
　島根県松江市内中原町 52　島根県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0852-22-1947
ＦＡＸ：0852-28-4879

上 齋 原 〒 708-0601
　岡山県苫田郡鏡野町上齋原 514-1　上齋原オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0868-44-7688
ＦＡＸ：0868-44-7685

伊 方 〒 796-0048
　愛媛県八幡浜市北浜 1-3-37　愛媛県八幡浜庁舎 6 階

ＴＥＬ：0894-23-2215
ＦＡＸ：0894-23-2237

西 予 分 室 〒 797-0015
　愛媛県西予市宇和町卯之町 5-175-3　愛媛県オフサイトセンター２階

ＴＥＬ：0894-62-1686
ＦＡＸ：0894-62-4575

玄 海 〒 847-0855
　佐賀県唐津市西浜町 2-5　佐賀県オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0955-74-9050
ＦＡＸ：0955-72-0169

川 内 〒 895-0052
　鹿児島県薩摩川内市神田町 1-3　鹿児島県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0996-23-1947
ＦＡＸ：0996-23-0828
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原子力規制委員会 委員長からのメッセージ

原子力規制委員会 委員の紹介

改革の要点

１　　「規制」と「利用」の分離

２　　「規制」の一元化

４　　原子力規制の転換

５　　原子力防災体制の強化

　各関係行政機関が担っていた原子力の規制の事務、核物質等を守るための事務（核セキュリティ）
を原子力規制委員会に一元化しました。また、原子力安全委員会を廃止し、必要な機能が原子力規制
委員会に統合されました。さらに、文部科学省が担っていた核不拡散の保障措置※、放射線モニタリ
ング、放射性同位元素の使用等の規制についても移管され、「規制」に関連する機能は、原子力規制
委員会に一元化されました。

３　　透明性の高い情報公開
　原子力規制委員会は、具体的な情報公開請求を待つことなく、自発的に、可能な限りの行政文書を
HP 等で公開します。
　原子力規制委員会で行われる会議については、原則として内容を公開していきます。また、電力会
社等の被規制者との間で行われる規制に関連する内容の議論についても、記録を残し、原則として公
開していきます。

　これまでは、原子力「利用」の推進を担う経済産業省の下に、原子力の安全「規制」を担う原子力安全・
保安院が設置されていました。そうした「利用の推進」と「安全規制」を同じ組織の下で行うことに
よる問題を解消するため、経済産業省から、安全規制部門を分離し、環境省の外局組織として原子力
規制委員会を新設しました。原子力規制委員会は、独立性の高い３条委員会※です。

※いわゆる３条委員会（国家行政組織法第３条第２項に規定される委員会）とは、上級機関（例えば、設置される
府省の大臣）からの指揮監督を受けず、独立して権限を行使することが保障されている合議制の機関です。

※核物質が平和目的だけに利用され、核兵器等に転用されないことを担保するために行われる検認活動のことです。

　東京電力福島原子力発電所事故の教訓や国内外からの指摘を踏まえて、
　　① 重大事故対策の強化
　　② 最新の知見に基づく原子力安全規制の実施
　　③ ４０年運転制限制の導入
など、原子力規制を強化しました。

＜ ① 重大事故対策の強化 ＞
　重大事故対策を法令による規制の対象としました。
・原子炉等規制法の法目的に、重大な事故の発生に伴う放射性物質の原子力事業所外への異常放出
といった災害の防止が含まれることを明記しました。
・発電用原子炉設置者等が行うべき保安のために必要な措置に重大事故対策も含まれることを明記
しました。

＜ ② 最新の知見に基づく規制の実施 ＞
　最新の知見を規制の基準に取り入れ、既に許可を得た施設に対しても新基準への適合を義務づける
制度（バックフィット制度）を導入しました。

＜ ③ ４０年運転制限制の導入 ＞
　発電用原子炉の運転期間を、原則として、営業運転を開始した日から起算して４０年※としました。
　※４０年超の運転が認められるのは原子炉等の劣化の状況を踏まえた基準に適合している場合に限ります。

東京大学他、複数の機
関で放射線影響・防護
の研究・教育に従事。
国際放射線防護委員会
（ICRP）をはじめ国内外
の委員会等で、放射線
の被ばくと影響に関す
る課題に取り組んでき
た。講演やQ&A活動を
通じて、放射線影響・
リスクの科学的な知識
の普及にも努めた。

東京大学大学院で核燃
料サイクルや放射性廃
棄物の研究に従事。
日本原子力学会では会
長として福島特別プロ
ジェクトを創設し、東
京電力福島原子力発電
所事故の調査委員長も
務めた。また、福島県
除染アドバイザーを務
めるなど復興支援にも
貢献した。 

金沢大学及び東北大学
東北アジア研究セン
ターで地質学研究に従
事。日本地質学会（会
長）、日本火山学会、米
国地質学会（フェロー）
に所属。大学在籍時に
は地震・津波について
も調査した。現在も日
本やロシアのマグマ活
動や変成作用の研究を
行っている。

 石 渡 　明 委員委員伴 　信 彦委員杉 山 智 之

【これまでの規制体制】 【新しい規制体制】
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審査のダブル
チェック等

発電用原子炉
の安全規制等

・試験研究炉等の安全
規制
・保障措置
・放射線のモニタリン
グ、ＳＰＥＥＤＩ（緊
急時迅速放射能影響
予測ネットワークシ
ステム）の運用
・放射性同位元素の使
用等の規制

ダブルチェックで規制 規制 規制

原子力
規制委員会

原子力規制庁
（事務局）

委員長＋委員4名
（国会同意人事）

緊急時に備えて、平時から政府全体で原子力防災対策を推進するために、
内閣に原子力防災会議を新たに常設

※　原子力事業者や地方公共団体等による、原子力災害予防対策や緊急事態応急対策及び事後対策の円滑な
実施を確保するための指針です。原子力規制委員会が作成します。

平時 緊急時
原子力災害対策本部

（原子力緊急事態宣言をしたときに臨時に内閣府に設置）
原子力防災会議

議長 ：内閣総理大臣
副議長 ：内閣官房長官、
 　 内閣府特命担当大臣（原子力防災）、
 　 原子力規制委員会委員長
議員 ：国務大臣、内閣危機管理監、副大臣、
 　 大臣政務官等
事務局長 ：環境大臣

内閣に
新たに常設

関係省庁
警察庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、海上保安庁、環境省、防衛省 等

（役割）
○原子力緊急事態に対する応急対策及び事後対策の総合調整

関係省庁
警察庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、海上保安庁、環境省、防衛省 等

（役割）
○原子力災害対策指針※に基づく施策等の実施を推進　等
○原子力事故が発生した場合の、事故後の長期にわたる
　 総合的な施策の実施の推進

本部長 ：内閣総理大臣
副本部長 ：内閣官房長官、
 　 内閣府特命担当大臣（原子力防災）、
 　 原子力規制委員会委員長
本部員 ：国務大臣、内閣危機管理監、副大臣、
 　 大臣政務官等

委員 田 中     知

山 中 伸 介委員長

　原子力規制委員会は、東京電力福島原子
力発電所事故の教訓に基づき独立した規制
機関として設置され、独立性、透明性に十
分配慮し規制活動を行ってきました。
IAEAの規制レビュー等により国際的にも
業務の評価を受けながら改善を進めている
ところです。
　設置後１０年を経ましたが、原子力規制
委員会職員の士気は高く、使命感、責任感
を持って業務が実施できていると思いま
す。しかしながら、今一度組織全体で初心
に立ち返り国内外から更に信頼される規制
機関となれるよう努力します。
　原子力規制の更なる高みを目指し変化を
恐れること無く、改善を続けます。過去の
事故や新しい知見としっかり向き合い、職
員の能力向上や育成にも注力いたします。
原子力に１００％の安全は無いということ
を肝に銘じながら、慢心すること無く謙虚
に規制業務を遂行していきます。

日本原子力研究所に入
所し、原子炉安全工学、
リスク評価の研究に従
事。
原子炉及び核燃料の第
一人者として、OECD
原子力機関ハルデン計
画駐在員、原子力施設
安全委員会委員、事故
分析・管理ワーキング
グループ委員を務める
など国際的に活躍。

大阪大学で原子炉重大事故に関連した燃料の安
全性研究などに従事し、原子力工学、核燃料工学・
材料分野の第一人者として活躍。原子力規制委
員会核燃料安全専門審査会審査委員、バックエン
ド技術評価検討会委員などを務め、原子力規制、
原子力安全研究に貢献した。

原子力規制庁様　原子力規制委員会パンフレット

事 務 所 名 住　　　所 連　絡　先

泊 〒 048-2202
　北海道岩内郡共和町南幌似 141-1　北海道原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0135-71-2880
ＦＡＸ：0135-73-2711

東 通 〒 039-4222
　青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内 5-35　東通村防災センター２階

ＴＥＬ：0175-28-5031
ＦＡＸ：0175-28-5032

六 ヶ 所 〒 039-3212
　青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附 1-67　原子力防災研究プラザビル 2 階

ＴＥＬ：0175-72-3520
ＦＡＸ：0175-72-3521

女 川 〒 986-0824
　宮城県牡鹿郡女川町浦宿浜字十二神 60-46　宮城県女川オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0225-98-9309
ＦＡＸ：0225-98-9310

福 島 第 一 〒 975-0036
　福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛場 45-178　福島県南相馬原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0244-32-0600
ＦＡＸ：0244-32-0601

福 島 第 二 〒 979-0513
　福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字仲丸 1-77　福島県楢葉原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0240-23-6816
ＦＡＸ：0240-23-6817

東海・大洗 〒 319-1118
　茨城県那珂郡東海村舟石川駅東 1-17-1

ＴＥＬ：029-282-4833
ＦＡＸ：029-283-4718

ひたちなか分室 〒 311-1206
　茨城県ひたちなか市西十三奉行 11601-12　茨城県原子力オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：029-265-5852
ＦＡＸ：029-265-5853

川 崎 〒 210-0824
　神奈川県川崎市川崎区日ノ出 1-1-6　神奈川県川崎オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：044-270-3184
ＦＡＸ：044-270-3185

横 須 賀 〒 238-0006
　神奈川県横須賀市日の出町 1-4-7　神奈川県鎌倉三浦地域児童相談所 3 階

ＴＥＬ：046-828-5822
ＦＡＸ：046-828-5823

柏 崎 刈 羽 〒 945-0034
　新潟県柏崎市三和町 5-48　新潟県柏崎刈羽原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0257-23-9798
ＦＡＸ：0257-23-8632

浜 岡 〒 421-0411
　静岡県牧之原市坂口 3520-17　静岡県原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0548-29-0778
ＦＡＸ：0548-29-0793

志 賀 〒 925-0125
　石川県羽咋郡志賀町西山台 2-7　石川県志賀オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0767-32-2323
ＦＡＸ：0767-32-5193

敦 賀 〒 914-0146
　福井県敦賀市金山 99-11-47　福井県敦賀原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-25-8661
ＦＡＸ：0770-25-8662

美 浜 〒 919-1205
　福井県三方郡美浜町佐田 64 号毛ノ鼻 1-6　福井県美浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-37-2290
ＦＡＸ：0770-37-2291

大 飯 〒 919-2104
　福井県大飯郡おおい町成和 1-1-1　福井県大飯原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-77-1687
ＦＡＸ：0770-77-1688

高 浜 〒 919-2224
　福井県大飯郡高浜町薗部 35-14　福井県高浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-72-8100
ＦＡＸ：0770-72-8101

熊 取 〒 590-0458
　大阪府泉南郡熊取町朝代西 2-1010-1　大阪府熊取オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：072-451-0170
ＦＡＸ：072-451-0171

東大阪分室 〒 577-0813
　大阪府東大阪市新上小阪 1-3　大阪府東大阪オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：06-6736-9112
ＦＡＸ：06-6736-9113

島 根 〒 690-0873
　島根県松江市内中原町 52　島根県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0852-22-1947
ＦＡＸ：0852-28-4879

上 齋 原 〒 708-0601
　岡山県苫田郡鏡野町上齋原 514-1　上齋原オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0868-44-7688
ＦＡＸ：0868-44-7685

伊 方 〒 796-0048
　愛媛県八幡浜市北浜 1-3-37　愛媛県八幡浜庁舎 6 階

ＴＥＬ：0894-23-2215
ＦＡＸ：0894-23-2237

西 予 分 室 〒 797-0015
　愛媛県西予市宇和町卯之町 5-175-3　愛媛県オフサイトセンター２階

ＴＥＬ：0894-62-1686
ＦＡＸ：0894-62-4575

玄 海 〒 847-0855
　佐賀県唐津市西浜町 2-5　佐賀県オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0955-74-9050
ＦＡＸ：0955-72-0169

川 内 〒 895-0052
　鹿児島県薩摩川内市神田町 1-3　鹿児島県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0996-23-1947
ＦＡＸ：0996-23-0828
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原子力規制委員会 委員長からのメッセージ

原子力規制委員会 委員の紹介

改革の要点

１　　「規制」と「利用」の分離

２　　「規制」の一元化

４　　原子力規制の転換

５　　原子力防災体制の強化

　各関係行政機関が担っていた原子力の規制の事務、核物質等を守るための事務（核セキュリティ）
を原子力規制委員会に一元化しました。また、原子力安全委員会を廃止し、必要な機能が原子力規制
委員会に統合されました。さらに、文部科学省が担っていた核不拡散の保障措置※、放射線モニタリ
ング、放射性同位元素の使用等の規制についても移管され、「規制」に関連する機能は、原子力規制
委員会に一元化されました。

３　　透明性の高い情報公開
　原子力規制委員会は、具体的な情報公開請求を待つことなく、自発的に、可能な限りの行政文書を
HP 等で公開します。
　原子力規制委員会で行われる会議については、原則として内容を公開していきます。また、電力会
社等の被規制者との間で行われる規制に関連する内容の議論についても、記録を残し、原則として公
開していきます。

　これまでは、原子力「利用」の推進を担う経済産業省の下に、原子力の安全「規制」を担う原子力安全・
保安院が設置されていました。そうした「利用の推進」と「安全規制」を同じ組織の下で行うことに
よる問題を解消するため、経済産業省から、安全規制部門を分離し、環境省の外局組織として原子力
規制委員会を新設しました。原子力規制委員会は、独立性の高い３条委員会※です。

※いわゆる３条委員会（国家行政組織法第３条第２項に規定される委員会）とは、上級機関（例えば、設置される
府省の大臣）からの指揮監督を受けず、独立して権限を行使することが保障されている合議制の機関です。

※核物質が平和目的だけに利用され、核兵器等に転用されないことを担保するために行われる検認活動のことです。

　東京電力福島原子力発電所事故の教訓や国内外からの指摘を踏まえて、
　　① 重大事故対策の強化
　　② 最新の知見に基づく原子力安全規制の実施
　　③ ４０年運転制限制の導入
など、原子力規制を強化しました。

＜ ① 重大事故対策の強化 ＞
　重大事故対策を法令による規制の対象としました。
・原子炉等規制法の法目的に、重大な事故の発生に伴う放射性物質の原子力事業所外への異常放出
といった災害の防止が含まれることを明記しました。
・発電用原子炉設置者等が行うべき保安のために必要な措置に重大事故対策も含まれることを明記
しました。

＜ ② 最新の知見に基づく規制の実施 ＞
　最新の知見を規制の基準に取り入れ、既に許可を得た施設に対しても新基準への適合を義務づける
制度（バックフィット制度）を導入しました。

＜ ③ ４０年運転制限制の導入 ＞
　発電用原子炉の運転期間を、原則として、営業運転を開始した日から起算して４０年※としました。
　※４０年超の運転が認められるのは原子炉等の劣化の状況を踏まえた基準に適合している場合に限ります。

東京大学他、複数の機
関で放射線影響・防護
の研究・教育に従事。
国際放射線防護委員会
（ICRP）をはじめ国内外
の委員会等で、放射線
の被ばくと影響に関す
る課題に取り組んでき
た。講演やQ&A活動を
通じて、放射線影響・
リスクの科学的な知識
の普及にも努めた。

東京大学大学院で核燃
料サイクルや放射性廃
棄物の研究に従事。
日本原子力学会では会
長として福島特別プロ
ジェクトを創設し、東
京電力福島原子力発電
所事故の調査委員長も
務めた。また、福島県
除染アドバイザーを務
めるなど復興支援にも
貢献した。 

金沢大学及び東北大学
東北アジア研究セン
ターで地質学研究に従
事。日本地質学会（会
長）、日本火山学会、米
国地質学会（フェロー）
に所属。大学在籍時に
は地震・津波について
も調査した。現在も日
本やロシアのマグマ活
動や変成作用の研究を
行っている。

 石 渡 　明 委員委員伴 　信 彦委員杉 山 智 之

【これまでの規制体制】 【新しい規制体制】

経済
産業省

内閣府

原子力委員会
資源

エネルギー庁

資源
エネルギー庁

原子力安全
委員会

電力会社等 研究機関・
大学等

電力会社・研究機関・
大学等

原子力
安全・保安院

文部
科学省 環境省

・・・・・・

経済
産業省

核物質等を守るため
の対策の総合調整

原子炉の安全
審査のダブル
チェック等

発電用原子炉
の安全規制等

・試験研究炉等の安全
規制
・保障措置
・放射線のモニタリン
グ、ＳＰＥＥＤＩ（緊
急時迅速放射能影響
予測ネットワークシ
ステム）の運用
・放射性同位元素の使
用等の規制

ダブルチェックで規制 規制 規制

原子力
規制委員会

原子力規制庁
（事務局）

委員長＋委員4名
（国会同意人事）

緊急時に備えて、平時から政府全体で原子力防災対策を推進するために、
内閣に原子力防災会議を新たに常設

※　原子力事業者や地方公共団体等による、原子力災害予防対策や緊急事態応急対策及び事後対策の円滑な
実施を確保するための指針です。原子力規制委員会が作成します。

平時 緊急時
原子力災害対策本部

（原子力緊急事態宣言をしたときに臨時に内閣府に設置）
原子力防災会議

議長 ：内閣総理大臣
副議長 ：内閣官房長官、
 　 内閣府特命担当大臣（原子力防災）、
 　 原子力規制委員会委員長
議員 ：国務大臣、内閣危機管理監、副大臣、
 　 大臣政務官等
事務局長 ：環境大臣

内閣に
新たに常設

関係省庁
警察庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、海上保安庁、環境省、防衛省 等

（役割）
○原子力緊急事態に対する応急対策及び事後対策の総合調整

関係省庁
警察庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、海上保安庁、環境省、防衛省 等

（役割）
○原子力災害対策指針※に基づく施策等の実施を推進　等
○原子力事故が発生した場合の、事故後の長期にわたる
　 総合的な施策の実施の推進

本部長 ：内閣総理大臣
副本部長 ：内閣官房長官、
 　 内閣府特命担当大臣（原子力防災）、
 　 原子力規制委員会委員長
本部員 ：国務大臣、内閣危機管理監、副大臣、
 　 大臣政務官等

委員 田 中     知

山 中 伸 介委員長

　原子力規制委員会は、東京電力福島原子
力発電所事故の教訓に基づき独立した規制
機関として設置され、独立性、透明性に十
分配慮し規制活動を行ってきました。
IAEAの規制レビュー等により国際的にも
業務の評価を受けながら改善を進めている
ところです。
　設置後１０年を経ましたが、原子力規制
委員会職員の士気は高く、使命感、責任感
を持って業務が実施できていると思いま
す。しかしながら、今一度組織全体で初心
に立ち返り国内外から更に信頼される規制
機関となれるよう努力します。
　原子力規制の更なる高みを目指し変化を
恐れること無く、改善を続けます。過去の
事故や新しい知見としっかり向き合い、職
員の能力向上や育成にも注力いたします。
原子力に１００％の安全は無いということ
を肝に銘じながら、慢心すること無く謙虚
に規制業務を遂行していきます。

日本原子力研究所に入
所し、原子炉安全工学、
リスク評価の研究に従
事。
原子炉及び核燃料の第
一人者として、OECD
原子力機関ハルデン計
画駐在員、原子力施設
安全委員会委員、事故
分析・管理ワーキング
グループ委員を務める
など国際的に活躍。

大阪大学で原子炉重大事故に関連した燃料の安
全性研究などに従事し、原子力工学、核燃料工学・
材料分野の第一人者として活躍。原子力規制委
員会核燃料安全専門審査会審査委員、バックエン
ド技術評価検討会委員などを務め、原子力規制、
原子力安全研究に貢献した。

原子力規制庁様　原子力規制委員会パンフレット

事 務 所 名 住　　　所 連　絡　先

泊 〒 048-2202
　北海道岩内郡共和町南幌似 141-1　北海道原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0135-71-2880
ＦＡＸ：0135-73-2711

東 通 〒 039-4222
　青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内 5-35　東通村防災センター２階

ＴＥＬ：0175-28-5031
ＦＡＸ：0175-28-5032

六 ヶ 所 〒 039-3212
　青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附 1-67　原子力防災研究プラザビル 2 階

ＴＥＬ：0175-72-3520
ＦＡＸ：0175-72-3521

女 川 〒 986-0824
　宮城県牡鹿郡女川町浦宿浜字十二神 60-46　宮城県女川オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0225-98-9309
ＦＡＸ：0225-98-9310

福 島 第 一 〒 975-0036
　福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛場 45-178　福島県南相馬原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0244-32-0600
ＦＡＸ：0244-32-0601

福 島 第 二 〒 979-0513
　福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字仲丸 1-77　福島県楢葉原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0240-23-6816
ＦＡＸ：0240-23-6817

東海・大洗 〒 319-1118
　茨城県那珂郡東海村舟石川駅東 1-17-1

ＴＥＬ：029-282-4833
ＦＡＸ：029-283-4718

ひたちなか分室 〒 311-1206
　茨城県ひたちなか市西十三奉行 11601-12　茨城県原子力オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：029-265-5852
ＦＡＸ：029-265-5853

川 崎 〒 210-0824
　神奈川県川崎市川崎区日ノ出 1-1-6　神奈川県川崎オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：044-270-3184
ＦＡＸ：044-270-3185

横 須 賀 〒 238-0006
　神奈川県横須賀市日の出町 1-4-7　神奈川県鎌倉三浦地域児童相談所 3 階

ＴＥＬ：046-828-5822
ＦＡＸ：046-828-5823

柏 崎 刈 羽 〒 945-0034
　新潟県柏崎市三和町 5-48　新潟県柏崎刈羽原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0257-23-9798
ＦＡＸ：0257-23-8632

浜 岡 〒 421-0411
　静岡県牧之原市坂口 3520-17　静岡県原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0548-29-0778
ＦＡＸ：0548-29-0793

志 賀 〒 925-0125
　石川県羽咋郡志賀町西山台 2-7　石川県志賀オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0767-32-2323
ＦＡＸ：0767-32-5193

敦 賀 〒 914-0146
　福井県敦賀市金山 99-11-47　福井県敦賀原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-25-8661
ＦＡＸ：0770-25-8662

美 浜 〒 919-1205
　福井県三方郡美浜町佐田 64 号毛ノ鼻 1-6　福井県美浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-37-2290
ＦＡＸ：0770-37-2291

大 飯 〒 919-2104
　福井県大飯郡おおい町成和 1-1-1　福井県大飯原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-77-1687
ＦＡＸ：0770-77-1688

高 浜 〒 919-2224
　福井県大飯郡高浜町薗部 35-14　福井県高浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-72-8100
ＦＡＸ：0770-72-8101

熊 取 〒 590-0458
　大阪府泉南郡熊取町朝代西 2-1010-1　大阪府熊取オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：072-451-0170
ＦＡＸ：072-451-0171

東大阪分室 〒 577-0813
　大阪府東大阪市新上小阪 1-3　大阪府東大阪オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：06-6736-9112
ＦＡＸ：06-6736-9113

島 根 〒 690-0873
　島根県松江市内中原町 52　島根県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0852-22-1947
ＦＡＸ：0852-28-4879

上 齋 原 〒 708-0601
　岡山県苫田郡鏡野町上齋原 514-1　上齋原オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0868-44-7688
ＦＡＸ：0868-44-7685

伊 方 〒 796-0048
　愛媛県八幡浜市北浜 1-3-37　愛媛県八幡浜庁舎 6 階

ＴＥＬ：0894-23-2215
ＦＡＸ：0894-23-2237

西 予 分 室 〒 797-0015
　愛媛県西予市宇和町卯之町 5-175-3　愛媛県オフサイトセンター２階

ＴＥＬ：0894-62-1686
ＦＡＸ：0894-62-4575

玄 海 〒 847-0855
　佐賀県唐津市西浜町 2-5　佐賀県オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0955-74-9050
ＦＡＸ：0955-72-0169

川 内 〒 895-0052
　鹿児島県薩摩川内市神田町 1-3　鹿児島県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0996-23-1947
ＦＡＸ：0996-23-0828
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原子力規制委員会 委員長からのメッセージ

原子力規制委員会 委員の紹介

改革の要点

１　　「規制」と「利用」の分離

２　　「規制」の一元化

４　　原子力規制の転換

５　　原子力防災体制の強化

　各関係行政機関が担っていた原子力の規制の事務、核物質等を守るための事務（核セキュリティ）
を原子力規制委員会に一元化しました。また、原子力安全委員会を廃止し、必要な機能が原子力規制
委員会に統合されました。さらに、文部科学省が担っていた核不拡散の保障措置※、放射線モニタリ
ング、放射性同位元素の使用等の規制についても移管され、「規制」に関連する機能は、原子力規制
委員会に一元化されました。

３　　透明性の高い情報公開
　原子力規制委員会は、具体的な情報公開請求を待つことなく、自発的に、可能な限りの行政文書を
HP 等で公開します。
　原子力規制委員会で行われる会議については、原則として内容を公開していきます。また、電力会
社等の被規制者との間で行われる規制に関連する内容の議論についても、記録を残し、原則として公
開していきます。

　これまでは、原子力「利用」の推進を担う経済産業省の下に、原子力の安全「規制」を担う原子力安全・
保安院が設置されていました。そうした「利用の推進」と「安全規制」を同じ組織の下で行うことに
よる問題を解消するため、経済産業省から、安全規制部門を分離し、環境省の外局組織として原子力
規制委員会を新設しました。原子力規制委員会は、独立性の高い３条委員会※です。

※いわゆる３条委員会（国家行政組織法第３条第２項に規定される委員会）とは、上級機関（例えば、設置される
府省の大臣）からの指揮監督を受けず、独立して権限を行使することが保障されている合議制の機関です。

※核物質が平和目的だけに利用され、核兵器等に転用されないことを担保するために行われる検認活動のことです。

　東京電力福島原子力発電所事故の教訓や国内外からの指摘を踏まえて、
　　① 重大事故対策の強化
　　② 最新の知見に基づく原子力安全規制の実施
　　③ ４０年運転制限制の導入
など、原子力規制を強化しました。

＜ ① 重大事故対策の強化 ＞
　重大事故対策を法令による規制の対象としました。
・原子炉等規制法の法目的に、重大な事故の発生に伴う放射性物質の原子力事業所外への異常放出
といった災害の防止が含まれることを明記しました。
・発電用原子炉設置者等が行うべき保安のために必要な措置に重大事故対策も含まれることを明記
しました。

＜ ② 最新の知見に基づく規制の実施 ＞
　最新の知見を規制の基準に取り入れ、既に許可を得た施設に対しても新基準への適合を義務づける
制度（バックフィット制度）を導入しました。

＜ ③ ４０年運転制限制の導入 ＞
　発電用原子炉の運転期間を、原則として、営業運転を開始した日から起算して４０年※としました。
　※４０年超の運転が認められるのは原子炉等の劣化の状況を踏まえた基準に適合している場合に限ります。

東京大学他、複数の機
関で放射線影響・防護
の研究・教育に従事。
国際放射線防護委員会
（ICRP）をはじめ国内外
の委員会等で、放射線
の被ばくと影響に関す
る課題に取り組んでき
た。講演やQ&A活動を
通じて、放射線影響・
リスクの科学的な知識
の普及にも努めた。

東京大学大学院で核燃
料サイクルや放射性廃
棄物の研究に従事。
日本原子力学会では会
長として福島特別プロ
ジェクトを創設し、東
京電力福島原子力発電
所事故の調査委員長も
務めた。また、福島県
除染アドバイザーを務
めるなど復興支援にも
貢献した。 

金沢大学及び東北大学
東北アジア研究セン
ターで地質学研究に従
事。日本地質学会（会
長）、日本火山学会、米
国地質学会（フェロー）
に所属。大学在籍時に
は地震・津波について
も調査した。現在も日
本やロシアのマグマ活
動や変成作用の研究を
行っている。

 石 渡 　明 委員委員伴 　信 彦委員杉 山 智 之

【これまでの規制体制】 【新しい規制体制】

経済
産業省

内閣府

原子力委員会
資源

エネルギー庁

資源
エネルギー庁

原子力安全
委員会

電力会社等 研究機関・
大学等

電力会社・研究機関・
大学等

原子力
安全・保安院

文部
科学省 環境省

・・・・・・

経済
産業省

核物質等を守るため
の対策の総合調整

原子炉の安全
審査のダブル
チェック等

発電用原子炉
の安全規制等

・試験研究炉等の安全
規制
・保障措置
・放射線のモニタリン
グ、ＳＰＥＥＤＩ（緊
急時迅速放射能影響
予測ネットワークシ
ステム）の運用
・放射性同位元素の使
用等の規制

ダブルチェックで規制 規制 規制

原子力
規制委員会

原子力規制庁
（事務局）

委員長＋委員4名
（国会同意人事）

緊急時に備えて、平時から政府全体で原子力防災対策を推進するために、
内閣に原子力防災会議を新たに常設

※　原子力事業者や地方公共団体等による、原子力災害予防対策や緊急事態応急対策及び事後対策の円滑な
実施を確保するための指針です。原子力規制委員会が作成します。

平時 緊急時
原子力災害対策本部

（原子力緊急事態宣言をしたときに臨時に内閣府に設置）
原子力防災会議

議長 ：内閣総理大臣
副議長 ：内閣官房長官、
 　 内閣府特命担当大臣（原子力防災）、
 　 原子力規制委員会委員長
議員 ：国務大臣、内閣危機管理監、副大臣、
 　 大臣政務官等
事務局長 ：環境大臣

内閣に
新たに常設

関係省庁
警察庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、海上保安庁、環境省、防衛省 等

（役割）
○原子力緊急事態に対する応急対策及び事後対策の総合調整

関係省庁
警察庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、海上保安庁、環境省、防衛省 等

（役割）
○原子力災害対策指針※に基づく施策等の実施を推進　等
○原子力事故が発生した場合の、事故後の長期にわたる
　 総合的な施策の実施の推進

本部長 ：内閣総理大臣
副本部長 ：内閣官房長官、
 　 内閣府特命担当大臣（原子力防災）、
 　 原子力規制委員会委員長
本部員 ：国務大臣、内閣危機管理監、副大臣、
 　 大臣政務官等

委員 田 中     知

山 中 伸 介委員長

　原子力規制委員会は、東京電力福島原子
力発電所事故の教訓に基づき独立した規制
機関として設置され、独立性、透明性に十
分配慮し規制活動を行ってきました。
IAEAの規制レビュー等により国際的にも
業務の評価を受けながら改善を進めている
ところです。
　設置後１０年を経ましたが、原子力規制
委員会職員の士気は高く、使命感、責任感
を持って業務が実施できていると思いま
す。しかしながら、今一度組織全体で初心
に立ち返り国内外から更に信頼される規制
機関となれるよう努力します。
　原子力規制の更なる高みを目指し変化を
恐れること無く、改善を続けます。過去の
事故や新しい知見としっかり向き合い、職
員の能力向上や育成にも注力いたします。
原子力に１００％の安全は無いということ
を肝に銘じながら、慢心すること無く謙虚
に規制業務を遂行していきます。

日本原子力研究所に入
所し、原子炉安全工学、
リスク評価の研究に従
事。
原子炉及び核燃料の第
一人者として、OECD
原子力機関ハルデン計
画駐在員、原子力施設
安全委員会委員、事故
分析・管理ワーキング
グループ委員を務める
など国際的に活躍。

大阪大学で原子炉重大事故に関連した燃料の安
全性研究などに従事し、原子力工学、核燃料工学・
材料分野の第一人者として活躍。原子力規制委
員会核燃料安全専門審査会審査委員、バックエン
ド技術評価検討会委員などを務め、原子力規制、
原子力安全研究に貢献した。

原子力規制庁様　原子力規制委員会パンフレット

事 務 所 名 住　　　所 連　絡　先

泊 〒 048-2202
　北海道岩内郡共和町南幌似 141-1　北海道原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0135-71-2880
ＦＡＸ：0135-73-2711

東 通 〒 039-4222
　青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内 5-35　東通村防災センター２階

ＴＥＬ：0175-28-5031
ＦＡＸ：0175-28-5032

六 ヶ 所 〒 039-3212
　青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附 1-67　原子力防災研究プラザビル 2 階

ＴＥＬ：0175-72-3520
ＦＡＸ：0175-72-3521

女 川 〒 986-0824
　宮城県牡鹿郡女川町浦宿浜字十二神 60-46　宮城県女川オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0225-98-9309
ＦＡＸ：0225-98-9310

福 島 第 一 〒 975-0036
　福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛場 45-178　福島県南相馬原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0244-32-0600
ＦＡＸ：0244-32-0601

福 島 第 二 〒 979-0513
　福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字仲丸 1-77　福島県楢葉原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0240-23-6816
ＦＡＸ：0240-23-6817

東海・大洗 〒 319-1118
　茨城県那珂郡東海村舟石川駅東 1-17-1

ＴＥＬ：029-282-4833
ＦＡＸ：029-283-4718

ひたちなか分室 〒 311-1206
　茨城県ひたちなか市西十三奉行 11601-12　茨城県原子力オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：029-265-5852
ＦＡＸ：029-265-5853

川 崎 〒 210-0824
　神奈川県川崎市川崎区日ノ出 1-1-6　神奈川県川崎オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：044-270-3184
ＦＡＸ：044-270-3185

横 須 賀 〒 238-0006
　神奈川県横須賀市日の出町 1-4-7　神奈川県鎌倉三浦地域児童相談所 3 階

ＴＥＬ：046-828-5822
ＦＡＸ：046-828-5823

柏 崎 刈 羽 〒 945-0034
　新潟県柏崎市三和町 5-48　新潟県柏崎刈羽原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0257-23-9798
ＦＡＸ：0257-23-8632

浜 岡 〒 421-0411
　静岡県牧之原市坂口 3520-17　静岡県原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0548-29-0778
ＦＡＸ：0548-29-0793

志 賀 〒 925-0125
　石川県羽咋郡志賀町西山台 2-7　石川県志賀オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0767-32-2323
ＦＡＸ：0767-32-5193

敦 賀 〒 914-0146
　福井県敦賀市金山 99-11-47　福井県敦賀原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-25-8661
ＦＡＸ：0770-25-8662

美 浜 〒 919-1205
　福井県三方郡美浜町佐田 64 号毛ノ鼻 1-6　福井県美浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-37-2290
ＦＡＸ：0770-37-2291

大 飯 〒 919-2104
　福井県大飯郡おおい町成和 1-1-1　福井県大飯原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-77-1687
ＦＡＸ：0770-77-1688

高 浜 〒 919-2224
　福井県大飯郡高浜町薗部 35-14　福井県高浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-72-8100
ＦＡＸ：0770-72-8101

熊 取 〒 590-0458
　大阪府泉南郡熊取町朝代西 2-1010-1　大阪府熊取オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：072-451-0170
ＦＡＸ：072-451-0171

東大阪分室 〒 577-0813
　大阪府東大阪市新上小阪 1-3　大阪府東大阪オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：06-6736-9112
ＦＡＸ：06-6736-9113

島 根 〒 690-0873
　島根県松江市内中原町 52　島根県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0852-22-1947
ＦＡＸ：0852-28-4879

上 齋 原 〒 708-0601
　岡山県苫田郡鏡野町上齋原 514-1　上齋原オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0868-44-7688
ＦＡＸ：0868-44-7685

伊 方 〒 796-0048
　愛媛県八幡浜市北浜 1-3-37　愛媛県八幡浜庁舎 6 階

ＴＥＬ：0894-23-2215
ＦＡＸ：0894-23-2237

西 予 分 室 〒 797-0015
　愛媛県西予市宇和町卯之町 5-175-3　愛媛県オフサイトセンター２階

ＴＥＬ：0894-62-1686
ＦＡＸ：0894-62-4575

玄 海 〒 847-0855
　佐賀県唐津市西浜町 2-5　佐賀県オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0955-74-9050
ＦＡＸ：0955-72-0169

川 内 〒 895-0052
　鹿児島県薩摩川内市神田町 1-3　鹿児島県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0996-23-1947
ＦＡＸ：0996-23-0828

2022.9



原子力規制委員会の組織と仕事 アクセス

―― 人と環境を守る、確かな規制へ

原子力規制委員会

原子力規制事務所

住所：
　〒１０６－８４５０
　　東京都港区六本木１－９－９
　　六本木ファーストビル内

ＴＥＬ：
　０３－３５８１－３３５２（代表）

原子力規制庁様　原子力規制委員会パンフレット

原子力規制委員会

所管法人（一部共同所管）

原子力規制庁（事務局）

原子力安全人材育成センター

長　　官

原子力規制技監次　　長

人 材 育 成 課 総 合 研 修 課

日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ） 量子科学技術研究開発機構（ＱＳＴ）

規 制 研 修 課 原子炉技術研修課

審議会等
原子炉安全専門審査会 核燃料安全専門審査会
国立研究開発法人審議会 放 射 線 審 議 会

監査・業務改善推進室

広 報 室

国 際 室

事 故 対 処 室

法 令 審 査 室

総 務 課

人 事 課

会 計 部 門

法 務 部 門

緊 急 事 案 対 策 室

委員会運営支援室

公文書監理・情報化推進室

地 域 連 絡 調 整 室

情 報 シ ス テ ム 室

技 術 基 盤 課

シ ス テ ム 安 全 研 究 部 門

シ ビ ア ア ク シ デ ン ト 研 究 部 門

放 射 線・廃 棄 物 研 究 部 門

地 震・津 波 研 究 部 門

技術基盤グループ

火 災 対 策 室原子力規制企画課

東京電力福島第一原子力発電所事故対策室

保 障 措 置 室

放射線環境対策室

放射線防護企画課

監 視 情 報 課

核セキュリティ部門

放射線規制部門

放射線防護グループ

実 用 炉 審 査 部 門

研 究 炉 等 審 査 部 門

核 燃 料 施 設 審 査 部 門

地 震・津 波 審 査 部 門

検 査 評 価 室検査監督総括課

実 用 炉 監 視 部 門

核 燃 料 施 設 等 監 視 部 門

専 門 検 査 部 門

検 査 グ ル ー プ

原 子 力 規 制 事 務 所 ・ 分 室（25か所）

原子力艦モニタリングセンター（3 か所）

地域原子力規制総括調整官事務所（3 か所）

六 ケ 所 保 障 措 置 セ ン タ ー

長 官 官 房 原子力規制部

地方の体制

審 査 グ ル ー プ

事 務 所 名 住　　　所 連　絡　先

泊 〒 048-2202
　北海道岩内郡共和町南幌似 141-1　北海道原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0135-71-2880
ＦＡＸ：0135-73-2711

東 通 〒 039-4222
　青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内 5-35　東通村防災センター２階

ＴＥＬ：0175-28-5031
ＦＡＸ：0175-28-5032

六 ヶ 所 〒 039-3212
　青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附 1-67　原子力防災研究プラザビル 2 階

ＴＥＬ：0175-72-3520
ＦＡＸ：0175-72-3521

女 川 〒 986-0824
　宮城県牡鹿郡女川町浦宿浜字十二神 60-46　宮城県女川オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0225-98-9309
ＦＡＸ：0225-98-9310

福 島 第 一 〒 975-0036
　福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛場 45-178　福島県南相馬原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0244-32-0600
ＦＡＸ：0244-32-0601

福 島 第 二 〒 979-0513
　福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字仲丸 1-77　福島県楢葉原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0240-23-6816
ＦＡＸ：0240-23-6817

東海・大洗 〒 319-1118
　茨城県那珂郡東海村舟石川駅東 1-17-1

ＴＥＬ：029-282-4833
ＦＡＸ：029-283-4718

ひたちなか分室 〒 311-1206
　茨城県ひたちなか市西十三奉行 11601-12　茨城県原子力オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：029-265-5852
ＦＡＸ：029-265-5853

川 崎 〒 210-0824
　神奈川県川崎市川崎区日ノ出 1-1-6　神奈川県川崎オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：044-270-3184
ＦＡＸ：044-270-3185

横 須 賀 〒 238-0006
　神奈川県横須賀市日の出町 1-4-7　神奈川県鎌倉三浦地域児童相談所 3 階

ＴＥＬ：046-828-5822
ＦＡＸ：046-828-5823

柏 崎 刈 羽 〒 945-0034
　新潟県柏崎市三和町 5-48　新潟県柏崎刈羽原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0257-23-9798
ＦＡＸ：0257-23-8632

浜 岡 〒 421-0411
　静岡県牧之原市坂口 3520-17　静岡県原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0548-29-0778
ＦＡＸ：0548-29-0793

志 賀 〒 925-0125
　石川県羽咋郡志賀町西山台 2-7　石川県志賀オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0767-32-2323
ＦＡＸ：0767-32-5193

敦 賀 〒 914-0146
　福井県敦賀市金山 99-11-47　福井県敦賀原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-25-8661
ＦＡＸ：0770-25-8662

美 浜 〒 919-1205
　福井県三方郡美浜町佐田 64 号毛ノ鼻 1-6　福井県美浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-37-2290
ＦＡＸ：0770-37-2291

大 飯 〒 919-2104
　福井県大飯郡おおい町成和 1-1-1　福井県大飯原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-77-1687
ＦＡＸ：0770-77-1688

高 浜 〒 919-2224
　福井県大飯郡高浜町薗部 35-14　福井県高浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-72-8100
ＦＡＸ：0770-72-8101

熊 取 〒 590-0458
　大阪府泉南郡熊取町朝代西 2-1010-1　大阪府熊取オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：072-451-0170
ＦＡＸ：072-451-0171

東大阪分室 〒 577-0813
　大阪府東大阪市新上小阪 1-3　大阪府東大阪オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：06-6736-9112
ＦＡＸ：06-6736-9113

島 根 〒 690-0873
　島根県松江市内中原町 52　島根県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0852-22-1947
ＦＡＸ：0852-28-4879

上 齋 原 〒 708-0601
　岡山県苫田郡鏡野町上齋原 514-1　上齋原オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0868-44-7688
ＦＡＸ：0868-44-7685

伊 方 〒 796-0048
　愛媛県八幡浜市北浜 1-3-37　愛媛県八幡浜庁舎 6 階

ＴＥＬ：0894-23-2215
ＦＡＸ：0894-23-2237

西 予 分 室 〒 797-0015
　愛媛県西予市宇和町卯之町 5-175-3　愛媛県オフサイトセンター２階

ＴＥＬ：0894-62-1686
ＦＡＸ：0894-62-4575

玄 海 〒 847-0855
　佐賀県唐津市西浜町 2-5　佐賀県オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0955-74-9050
ＦＡＸ：0955-72-0169

川 内 〒 895-0052
　鹿児島県薩摩川内市神田町 1-3　鹿児島県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0996-23-1947
ＦＡＸ：0996-23-0828
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原子力規制委員会の組織と仕事 アクセス

―― 人と環境を守る、確かな規制へ

原子力規制委員会

原子力規制事務所

住所：
　〒１０６－８４５０
　　東京都港区六本木１－９－９
　　六本木ファーストビル内

ＴＥＬ：
　０３－３５８１－３３５２（代表）

原子力規制庁様　原子力規制委員会パンフレット

原子力規制委員会

所管法人（一部共同所管）

原子力規制庁（事務局）

原子力安全人材育成センター

長　　官

原子力規制技監次　　長

人 材 育 成 課 総 合 研 修 課

日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ） 量子科学技術研究開発機構（ＱＳＴ）

規 制 研 修 課 原子炉技術研修課

審議会等
原子炉安全専門審査会 核燃料安全専門審査会
国立研究開発法人審議会 放 射 線 審 議 会

監査・業務改善推進室

広 報 室

国 際 室

事 故 対 処 室

法 令 審 査 室

総 務 課

人 事 課

会 計 部 門

法 務 部 門

緊 急 事 案 対 策 室

委員会運営支援室

公文書監理・情報化推進室

地 域 連 絡 調 整 室

情 報 シ ス テ ム 室

技 術 基 盤 課

シ ス テ ム 安 全 研 究 部 門

シ ビ ア ア ク シ デ ン ト 研 究 部 門

放 射 線・廃 棄 物 研 究 部 門

地 震・津 波 研 究 部 門

技術基盤グループ

火 災 対 策 室原子力規制企画課

東京電力福島第一原子力発電所事故対策室

保 障 措 置 室

放射線環境対策室

放射線防護企画課

監 視 情 報 課

核セキュリティ部門

放射線規制部門

放射線防護グループ

実 用 炉 審 査 部 門

研 究 炉 等 審 査 部 門

核 燃 料 施 設 審 査 部 門

地 震・津 波 審 査 部 門

検 査 評 価 室検査監督総括課

実 用 炉 監 視 部 門

核 燃 料 施 設 等 監 視 部 門

専 門 検 査 部 門

検 査 グ ル ー プ

原 子 力 規 制 事 務 所 ・ 分 室（25か所）

原子力艦モニタリングセンター（3 か所）

地域原子力規制総括調整官事務所（3 か所）

六 ケ 所 保 障 措 置 セ ン タ ー

長 官 官 房 原子力規制部

地方の体制

審 査 グ ル ー プ

事 務 所 名 住　　　所 連　絡　先

泊 〒 048-2202
　北海道岩内郡共和町南幌似 141-1　北海道原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0135-71-2880
ＦＡＸ：0135-73-2711

東 通 〒 039-4222
　青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内 5-35　東通村防災センター２階

ＴＥＬ：0175-28-5031
ＦＡＸ：0175-28-5032

六 ヶ 所 〒 039-3212
　青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附 1-67　原子力防災研究プラザビル 2 階

ＴＥＬ：0175-72-3520
ＦＡＸ：0175-72-3521

女 川 〒 986-0824
　宮城県牡鹿郡女川町浦宿浜字十二神 60-46　宮城県女川オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0225-98-9309
ＦＡＸ：0225-98-9310

福 島 第 一 〒 975-0036
　福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛場 45-178　福島県南相馬原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0244-32-0600
ＦＡＸ：0244-32-0601

福 島 第 二 〒 979-0513
　福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字仲丸 1-77　福島県楢葉原子力災害対策センター 1階

ＴＥＬ：0240-23-6816
ＦＡＸ：0240-23-6817

東海・大洗 〒 319-1118
　茨城県那珂郡東海村舟石川駅東 1-17-1

ＴＥＬ：029-282-4833
ＦＡＸ：029-283-4718

ひたちなか分室 〒 311-1206
　茨城県ひたちなか市西十三奉行 11601-12　茨城県原子力オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：029-265-5852
ＦＡＸ：029-265-5853

川 崎 〒 210-0824
　神奈川県川崎市川崎区日ノ出 1-1-6　神奈川県川崎オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：044-270-3184
ＦＡＸ：044-270-3185

横 須 賀 〒 238-0006
　神奈川県横須賀市日の出町 1-4-7　神奈川県鎌倉三浦地域児童相談所 3 階

ＴＥＬ：046-828-5822
ＦＡＸ：046-828-5823

柏 崎 刈 羽 〒 945-0034
　新潟県柏崎市三和町 5-48　新潟県柏崎刈羽原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0257-23-9798
ＦＡＸ：0257-23-8632

浜 岡 〒 421-0411
　静岡県牧之原市坂口 3520-17　静岡県原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0548-29-0778
ＦＡＸ：0548-29-0793

志 賀 〒 925-0125
　石川県羽咋郡志賀町西山台 2-7　石川県志賀オフサイトセンター１階

ＴＥＬ：0767-32-2323
ＦＡＸ：0767-32-5193

敦 賀 〒 914-0146
　福井県敦賀市金山 99-11-47　福井県敦賀原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-25-8661
ＦＡＸ：0770-25-8662

美 浜 〒 919-1205
　福井県三方郡美浜町佐田 64 号毛ノ鼻 1-6　福井県美浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-37-2290
ＦＡＸ：0770-37-2291

大 飯 〒 919-2104
　福井県大飯郡おおい町成和 1-1-1　福井県大飯原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-77-1687
ＦＡＸ：0770-77-1688

高 浜 〒 919-2224
　福井県大飯郡高浜町薗部 35-14　福井県高浜原子力防災センター 1 階

ＴＥＬ：0770-72-8100
ＦＡＸ：0770-72-8101

熊 取 〒 590-0458
　大阪府泉南郡熊取町朝代西 2-1010-1　大阪府熊取オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：072-451-0170
ＦＡＸ：072-451-0171

東大阪分室 〒 577-0813
　大阪府東大阪市新上小阪 1-3　大阪府東大阪オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：06-6736-9112
ＦＡＸ：06-6736-9113

島 根 〒 690-0873
　島根県松江市内中原町 52　島根県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0852-22-1947
ＦＡＸ：0852-28-4879

上 齋 原 〒 708-0601
　岡山県苫田郡鏡野町上齋原 514-1　上齋原オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0868-44-7688
ＦＡＸ：0868-44-7685

伊 方 〒 796-0048
　愛媛県八幡浜市北浜 1-3-37　愛媛県八幡浜庁舎 6 階

ＴＥＬ：0894-23-2215
ＦＡＸ：0894-23-2237

西 予 分 室 〒 797-0015
　愛媛県西予市宇和町卯之町 5-175-3　愛媛県オフサイトセンター２階

ＴＥＬ：0894-62-1686
ＦＡＸ：0894-62-4575

玄 海 〒 847-0855
　佐賀県唐津市西浜町 2-5　佐賀県オフサイトセンター 1 階

ＴＥＬ：0955-74-9050
ＦＡＸ：0955-72-0169

川 内 〒 895-0052
　鹿児島県薩摩川内市神田町 1-3　鹿児島県原子力防災センター 2 階

ＴＥＬ：0996-23-1947
ＦＡＸ：0996-23-0828
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